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	 コンビニ店舗内で撮影されたビデオ記録の警察への提供とプライバシー	 
名古屋高等裁判所平成 17 年 3 月 30 日判決（平成 16 年（ネ）第 763 号）
LEX/DBインターネットTKC法律情報データーベース
【参照条文】憲法 13 条，個人情報保護法 23 条 1 項，民法 709・710 条
〔事実〕
労働組合運動と関係する原告Xは，平成 13 年 8 月 18 日，名古屋市内のホテル
に宿泊した際に，架空のペンネームを使用し，そのことをもって有印私文書偽造・






















夜 12 時ごろ交換し，録画したテープは 1週間保存した後に，順次上書きしていた。
このテープにXの映像が残されていたことになる。




























































控訴審で新たに付加された個人情報違反については，同法が平成 15 年 5 月 30
日に交付された法律であり，警察にビデオテープが提出されたのは，その前の平





































































































ころであり，山谷テレビカメラ監視事件（東京高判昭和 63 年 4 月 1 日，判例時報
1278 号 152 頁）10 では，これは「具体的事案に即しての警察官の写真撮影が許容
されるための要件を判示したものに」すぎないとされている。
大阪府警が大阪西成区に設置した防犯カメラについて争った事件（大阪地判平成














町（平成 16 年），豊島区池袋（平成 16 年），台東区上野 2丁目（平成 18 年），港区
六本木（平成 19 年）と拡大してきている。とくに，歌舞伎町にはドームカメラ 36 台，











年 2 月 6 日・判例時報 1748 号，東京高判平成 13 年 9 月 19 日，最高判平成 15 年








































































































































行使の罪で，事件（8月 18 日）の約 3ヵ月後（11 月 12 日）になって逮捕され，し
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